














比較から国際機関の人的資源管理（Human Resource Management: 
HRM）を概観する．

























































関，13の専門機関およびその他の 4 機関，合計31機関 7 ）である．当該31機関
は勤務条件，給与，職員の採用，職務の分類などにつき同一の制度を採用し
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　なお，成果主義とは実際に具現化された成果に評価の重点をおき，年齢や
勤続年数などを評価の対象にしない考えと定義する 8 ）．成果主義と日本的経







　専門職職員は Professional を意味する P―1から P―5（課長レベル）に分布
し，管理職は Director を意味する D―1（部長，機関によっては部次長）か











































Personal Statistics Data as at 31 December 2009（CEB/2010/HLCM/HR/24）
United Nations system Chief Executives Board for Coordination 刊より作成





















UN 3,939人 10,083人 39％
UNDP 996人 2,232人 45％
UNICEF 1,114人 2,235人 50％
WHO 853人 2,230人 38％
UNHCR 672人 1,629人 41％
WFP 592人 1,449人 41％
UNESCO 471人 969人 49％
FAO 480人 1,510人 32％
ILO 442人 1,015人 44％
IAEA 242人 1,055人 23％
その他21機関 1,713人 4,428人 39％

























































































































金の掛金比率は 2 ： 1 であり，通常の日本の民間企業の 1 ： 1 の比率と比べ
ると，年金の受取額は本人の負担に比べ受給額は負担に比べ多い．年金の運
用は国連合同年金基金（UNJSPF）が行っている．
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　健康保険に関しては　各機関がそれぞれ保険会社と契約し，職員の医療費
の 8 割ないし 9 割が保険でカバーされる．機関と個人の保険の掛金比率は通





































































































人数 170人※ 79人（48％） 87（52％）
平均年齢 43歳 46歳 39歳
平均職位 P － 4 P － 4 ，Step 4 P － 3 ，Step 5
既婚者 110人 66人（84％） 44人（51％）




　　　　　修士 98人（64％） 40人 58人
　　　　　学士（大学） 16人（10％） 11人 5 人
日本での勤務経験有り 134人 67人（50％） 67人（50％）
日本での勤務年数 7 年 9 年 4 年
勤務国 2.4ヶ国 2.5ヶ国 2.3ヶ国
※ 4 名は性についての問に回答していない．





　図 2 は正規職員の男女別の職位を示す．図 2 から，男性職員の平均職位は







































空席応募 24人  30％ 13人  14％  37人  22％
採用ミッション  7人 　9％  8人 　9％  15人 　9％
小計 31人  39％ 21人  23％  52人  31％
若年採用JPO 制度 21人  27％ 37人  41％  58人  34％
国連職員競争試験＊＊  6人 　8％ 14人  15％  20人  12％
YPP プログラム  5人 　6％  6人 　7％  11人 　6％
小計 32人  41％ 57人  63％  89人  52％
その他 16人  20％ 13人  14％  29人  17％
















　差の検定では t 検定22）を行い， 5 ％水準で統計的に有意な項目を調べた
結果，「入職年齢」，「給与評価」，「福利厚生」，「生活満足」，「職位」，「年













総合満足 0.999 0.007 0.033
職務満足 0.823 －0.007 －0.01
定年まで 0.339 －0.135 0.289
福利厚生 －0.055 0.616 0.118
給与比較 －0.01 0.607 0.069
生活満足 0.321 0.376 －0.212
労働変化 0.093 0.053 0.663


































第 2 次調査は個人情報保護法が施行された後ということもあり，第 1 次調査
と比べ回答数が大幅に減少した．しかし，日本人職員の回答の個票内容を精








2 次調査でも日本人職員の 3 分の 2 は先進国に勤務しており，開発途上国に
































2 人（ 1 ％）
28人（46％）
32人（52％）
2 人（ 2 ％）
18人（62％）
11人（38％）
0 人（ 0 ％）
平均年齢 43歳 44歳 41歳
平均職位 P―4，Step 4 P―3，Step 9 P―4，Step 6







8 人（ 9 ％）




5 人（ 8 ％）
7 人（24％）
20人（69％）
1 人（ 3 ％）
1 人（ 3 ％）
国際機関勤務機関数 1.8機関 1.6機関 2.0機関
勤務国数 2.4ヶ国 2.1ヶ国 3.3ヶ国
勤続年数 12年 12年 11年
専門職の部下の数 5 人 5 人 6 人
一般職の部下の数 7 人 6 人 9 人
国際機関入職前勤務 5 年 6 年 4 年
国際機関入職前勤務機関数 1.6機関 1.5機関 1.7機関
正規職員年齢 32歳 32歳 31歳
税込み基本給（年俸） US$103,549 US$100,816 US$106,898






民間企業 19人  31％  3人  10％
政府・政府系機関 14人  23％ 13人  45％
大学・研究機関 12人  20％  5人  17％
NGO  7人  11％  4人  14％
その他  9人  15％  4人  14％





の 3 分野に集中しており，これは UNDP では開発途上国を支援するために
経済分野の専門家の需要が高いことと関係していると考えられる．
　さらに，国際機関への準備に関する質問では，外国人職員の約 3 分の 1 は






ある．表11から分かるように，日本人職員の 3 分の 1 は「高齢の親の世話」








子供の教育 11人  18％  8人  28％
高齢の親の世話 19人  31％  0人 　0％
定年退職後に住む国  2人 　3％  0人 　0％
定年退職後の活動  3人 　5％  0人 　0％
他国に住む家族と離れて暮らすこと  5人 　8％ 10人  34％
現在の生活条件  3人 　5％  3人  10％
健康問題  1人 　2％  0人 　0％
懸案事項なし 12人  20％  5人  17％
その他  3人 　5％  3人  10％
無回答  2人 　3％  0人 　0％



































もちろん，真剣に検討したことがある 22人  36％ 11人  38％
真剣ではないが，検討したことがある 21人  34％ 10人  34％
分からない  2人 　3％  0人 　0％
検討したことはない  3人 　5％  3人  10％
国際機関外への転職を考えたことはない 13人  21％  5人  17％


















10人 41％ 4 人 6 人 P―4， Step 7 　48歳 4.7　M＝4.25，F＝5.0
財務 4 人 17％ 2 人 2 人 P―4， Step 7 　46歳 4.25 M＝4.0，F＝4.5
調整分野 5 人 21％ 4 人 1 人 P―4， Step 1 　49歳 4.0　M＝4.0，F＝（2.5）
アドミン・人事 3 人 13％ 0 人 3 人 P―4， Step 5＊ 　46歳＊ 4.5　M＝－，F＝4.5




人数 10人 14人 24人
平均年齢 47歳 47歳 47歳
平均職位 P―4　Step 5 P―4　Step 6 P―4　Step 5
平均勤続年数 11年 16年 16年
正規職員時年齢 35歳 32歳 34歳
勤務国数 2.0ヶ国 2.5ヶ国 2.3ヶ国
入職時年齢 33歳 31歳 32歳
満足度（ 1 ～ 5 ） 4.1 4.3 4.2













































日本での職務経験 男性 女性 全体
有益であった 10人 100％  6人  43％ 16人  66％
有益でなかった  0人 　0％  4人  29％  4人  17％
該当しない  0人 　0％  4人  29％  4人  17％
合計 10人 100％ 14人 100％ 24人 100％
表15　日本での勤務経験と勤務組織
組　織 男性 女性 全体
日本での勤務あり 10人 48％ 11人  52％ 21人 88％
民間企業  4人 44％  5人  56％  9人 43％
外資系企業  2人 40％  3人  60％  5人 24％
政府機関  2人 67％  1人  33％  3人 14％
大学  0人  0％  1人 100％  1人  5％
その他  2人 67％  1人  33％  3人 14％
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　第 3 番目に第 1 次アンケート調査，聴き取り調査から分かったこととして，
給与の不満は少ないことである．国際機関の給与はドル建で支払われており，
円に換算すると決して高いとはいえない．実際，40％以上の男性職員は，転










　第 5 番目は日本にいる親の世話・介護の問題である．第 1 次アンケート調
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1 ）日本経済新聞，経済教室　2010年 9 月30日．
2 ）横山和子　『国際公務員のキャリアデザイン』白桃書房，2011年 3 月．
3 ）日本経済新聞，2010年 9 月 9 日．
4 ）日本経済新聞，2010年 6 月15日．
5 ）日本経済新聞，2011年 1 月 9 日．
6 ）日本経済新聞，2010年 5 月12日．












機関）}， 3 ．その他の機関｛IAEA（国際原子力機関），ICATILO（ILO 国際
訓練センター），PAHO（汎アメリカ保健機関），UNITAR（国連訓練調査研
究所）｝である．なお，＊には国際連合内の主要機関，地域委員会，その他の
機関を含む．出所は Personal Statistics Data as at 31 December 2009 （CEB/2010/
HLCM/HR/24） United Nations system Chief Executives Board for Coordi-
nation 刊より作成．
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